資料１
「校内人事の決定及び職員会議に係る学校内の規程等の点検・調査について」
文部科学省（平成27年１月30日）　　　

Ⅰ　校内人事の決定
ア　教職員の互選等により選ばれた教職員を主たる構成員とする人事委員会等の組織の設置
①　規程があった学校の割合
１　長野県（12.7%）　 ２　大阪市（12.6%）　 ３　大阪府（6.7%）　　　　全国平均（0.7%）
（高校　47.9%　　　特別支援学校　38.7%）
②　実態があった学校の割合
１　長野県（12.5%）　 ２　大阪市（11.7%） 　３　大阪府（6.6%）　　　　全国平均（0.8%）
（高校　47.9%　　　特別支援学校　48.4%）
イ　教職員の互選等により選ばれた教職員を主たる構成員とする人事委員会等の組織が人事の原案を作成
①　規程があった学校の割合
１　長野県（11.9%）　 ２　大阪市（7.3%） 　 ３　大阪府（5.4%）　　　　全国平均（0.6%）
（高校　42.9%　　　特別支援学校　32.3%）
②　実態があった学校の割合
１　長野県（12.5%）　 ２　大阪府（5.5%） 　 ３　大阪市（3.6%）　　　　全国平均（0.5%）
（高校　41.4%　　　特別支援学校　45.2%）
ウ　教職員による挙手や投票等の方法によって選挙や意向の確認を行う
①　規程があった学校の割合
１　大阪市（11.7%）　 ２　大阪府（9.6%）　  ３　長野県（7.5%）　　　　全国平均（0.7%）
（高校　69.3%　　　特別支援学校　45.2%）
②　実態があった学校の割合
１　大阪府（8.7%）　  ２　大阪市（8.0%） 　 ３　長野県（7.5%）　　　　全国平均（0.7%）
（高校　65.7%　　　特別支援学校　58.1%）

Ⅱ　職員会議の運用
　ア　教職員の互選等により選ばれた議長団等の組織を設置し、校長以外の職員を議長とするなどの規程があった学校の割合
１　島根県（10.1%）　 ２　大阪府（9.8%）　  ３　高知県（9.4%）　　　　全国平均（1.3%）
（高校　77.9%　　　特別支援学校　67.7%）
イ　挙手や投票等の方法により決定を行うなど、職員会議において議決を行う等の規程があった学校の割合
１　大阪府（8.7%）　  ２　大阪市（6.7%）　  ３　高知県（3.5%）　　　　全国平均（0.7%）
（高校　70.7%　　　特別支援学校　54.8%）


＊　いずれの項目も平成25年４月から平成26年９月30日の期間における状況。
＊　学校数は府立高校138校（複数の課程を併置する学校は１校とする）、支援学校30校（分校は本校と別に１校と数える）
[bookmark: _GoBack]＊　不適切な規程等があった全ての学校において、平成26年８月末までに当該規程等の廃止・修正を実施済み。
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